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６－１３ 舗 装 工

６－１３－１ 不 陸 整 正

１．不陸整正の計上基準

供用，未供用，完成年度にかかわらず，改良工事が既に完了している区間の舗装工事では，路床面または路盤工

の整正を計上するものとする。なお改良と舗装が同一工事となる場合には計上しない。

２．路床面の不陸整正

整正面積は路盤工の下幅に延長を乗じて求めるものとする。

３．路盤工の不陸整正

整正面積は路盤工の上幅に延長を乗じて求めるものとする。

６－１３－２ 路 盤 工

１．構成及び厚さ

路床のＣＢＲ及び交通量区分に応じて「土木設計マニュアル（設計編 」により決定するものとする。）

２．数量のとりまとめ方

原則として車道部，路肩部，歩道部に区分する。

( ) 上層路盤及び下層路盤に区分する。1

( ) 上層路盤アスファルト安定処理の場合は，６－１３－３アスファルト舗装工に準ずる。2

( ) 数量（面積）の計算は，上幅（Ｗ１・Ｗ２）に距離を乗じる平均面積法を原則とするが，交差点等について3

。 ， 。は算式によることができる なお路肩部分の舗装構成が車道と同一の場合には 車道部に合計して集計する

( ) 巾員（Ｗ）によりＷ＜１ｍ，１ｍ≦Ｗ＜２．４ｍ，Ｗ≧２．４ｍ毎に数量をとりまとめ，4

( ) 路盤厚は等厚（ｔ）を原則とするが現道拡幅工事等で路盤のすり付け等が必要な場合には平均的（ｔ‐）を5

求める。

( ) 盛土部における法こぼし路盤材は，路側路盤材として路盤厚で区分し，１０ｍ当り材料と必要延長を集計す6

る。

図６－６１

第６章 数量計算要領



- 190 -

６－１３－３ アスファルト舗装工

１．構成及び厚さ

図６－６２ アスファルト舗装の構成

２．数量（㎡）のとりまとめ方

( ) 車道舗装1

１）数量（面積）の計算は，舗設幅に延長を乗じる平均面積法を原則とするが，交差点等については算式による

ことができる。

２）舗装構成毎（表層・基層）に区分する。なお路肩舗装の構成が車道と同一の場合は，車道部に合算し集計す

るものとする （同一混合物，同一密度）。

３）舗装構成毎の数量は表６－３２により幅員毎にとりまとめる。

表６－３２

（注)１．施工幅＝ｂは，片側車線の車道部と路肩の設計幅員の合計を指し，歩道では設計幅員を示す。

２．４．５＜ｂの区分については片側車線で，２車線同時施工可能な工事に適用する。

３．上記以外は人力＋タンパー転圧とする。

ＡｓＦ：アスファルトフィニッシャー

ＶＲ：振動ローラ

ＤＴ：ダンプトラック

ＭＲ：コートダムローラ

ＴＲ：タイヤローラ

( ) 路肩舗装2

舗装構成が車道と異なる場合は路肩舗装としてとりまとめるものとする。

( ) 歩道舗装3

数量のとりまとめは，幅員毎にとりまとめるものとする。

第６章 数量計算要領
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３．車道舗装端部の構造と区分

( ) 歩道（または構造物がある場合）1

図６－６３

図６－６４

( ) 車 道2

１）切土部

図６－６５
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２）盛土部

図６－６６

・保護路肩幅について３種１級以上の高規格道路については，防護柵等を考慮のうえ別途検討すること。

舗装工数量集計表
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６－１４ 防 護 柵 工

防護柵工の数量は次のとおりまとめるものとする。

防護柵工数量集計表
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６－１５ 標 識 柵 工

標識工の数量は次のとおりまとめるものとする。

標識工数量集計表
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６－１６ 護床・根固め工

護床・根固め工の数量は次のとおりまとめるものとする。

護床・根固工数量集計表

６－１７ 道路付属施設工数量集計表

道路付属施設の数量は次のとおりまとめるものとする。

道路付属施設工数量集計表

※ｔ＝１ をmm

標準とする
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６－１８ 橋 梁 関 係

６－１８－１ 鋼 橋

１．鋼材の数量計算

（ ） ，「 （ ）」，「 （ ）」設計 製作 数量のとりまとめは 土木工事数量算出要領 案 鋼道路橋工事工数算定要素集計マニュアル 案

によるものを標準とする。

２．大型材片数・小型材片数

① 材片数とは，組立用に切断された鋼板，形鋼のピース数とする。

② 購入部品は含めない。

購入部品とは，高力ボルト，普通ボルト，スタッドボルト，スタッドジベル，支承，排水桝，グレーチング等

とする。

， ， 「 （ ）」③ 大型材片と小型材片の区別は 基本的には下表のとおりとするが 詳細は 鋼道路橋数量集計マニュアル 案

を参照のこと。

表６－３３

④ 排水装置，検査用手摺，足場用吊金具，及びスランプアンカーの材片数は集計しない。ただし，重量は小型材

片重量に加えて集計する。

３．大型材片重量・小型材片重量

① 材片重量とは，大型材片。小型材片数でそれぞれ計上した材片の重量の合計とする。

② 排水装置，検査用手摺，足場用吊金具及びスランプアンカーの材片数は集計しない。ただし，重量は小型材片

重量に加えて集計する。

４．板継ぎ溶接延長

① 板継ぎ溶接とは，大型材片（フランジ及び腹板）の板継ぎ溶接とする。

② 板継ぎ溶接延長は，サイズ６㎜の腹肉溶接長に換算した値を計上する。
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③ 換算率は，Ｐ．２００の換算率表を使用する。

④ 溶接延長は，小数第一位を四捨五入し整数とする（単位 ｍ 。）

５．大型材片Ｔ継手溶接延長

① 大型材片Ｔ継手溶接とは，大型材片どうしのＴ継手溶接とする。

② 大型材片Ｔ継溶接長は，実長を集計する。

③ 溶接延長は，小数第一位を四捨五入し整数とする（単位 ｍ 。）

④ 例えば，主桁フランジと腹板との溶接の事で，この溶接が隅肉溶接であろうが開先をとる完全溶込み溶接及び

部分溶込み溶接であろうが事実を計上する。

ただし，完全溶込み溶接の場合は，２本分とする。

図６－６７ 溶接長の考え方(1)

図６－６７ 溶接長の考え方(1)
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６．部 材 数

① 部材数とは，工場で組み立てる部材の数とする。

② 部材とは，架設時に組み立てる継手（ボルト継手・溶接継手）間の工場組立単位とする。

③ ただし，地組立（工場・現場）を行う場合には，地組立時に組み立てる継手（ボルト継手・溶接継手）間の工

場組立単位とする。

④ 横構の様に１本のＣＴ鋼等が両端ボルト継ぎ手の場合，１本が１部材となる。

⑤ スプライスプレート，フィラープレート等の添接材は部材数として計上しない。

⑥ 部材数の考え方

下図の継手がすべて現場継手の場合でも，Ｉ部の継手が地組立継手でも部材数は，下記のように同じになる。

図６－６９ 部材数の考え方

７．加 工 鋼 重

① 加工鋼重とは，購入部品を除いた鋼材の重量とする。

② 鈑桁以外の加工鋼重は，大型材片重量及び小型材片重量の合計となる。

③ 単純鈑桁及び連続鈑桁の場合の加工鋼重は，大型材片重量・小型材片重量及び対傾構・横構の加工鋼重の合計

となる。
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高力ボルト本数

( ) 使用鋼板は，板厚１㎜サイズごとに材料を集計する。1

， ， ， ， ，( ) 鋼板の寸法区分は 材質ごとに橋梁形式が鈑桁 箱桁 トラス型式の場合は 表６－３４の厚さ区分ごとに2

また寸法構造が特殊な橋梁は表６－３４の他に表６－３５の寸法区分により各小計をとるものとする。

表６－３４
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表６－３５
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( ) その他の寸法区分は，次のようにする。3

１）形鋼（山形鋼，溝形鋼，Ｉ形鋼，Ｈ形鋼，平鋼）

サイズごとに区分する。

２）棒鋼（丸鋼，異形丸鋼）

直径ごとに区分し，数量をまとめるものとする。

３）ガスパイプ，鋼管

管径ごとに区分し，小計をとるものとする。

４）スタッドジベル，摩擦接合用高力六角ボルト，ボルトナット

直径，長さ別に区分し，小計をとるものとする。

( ) 鋼材の単位値は橋体工，支承工，排水工，伸縮継手工，高欄工，および検査路等ごとに適用させるものとす4

る。

( ) 設計鋼重はネット重量で算出するが，部材によりネット重量またはグロス重量の計上の区分は表６－３６に5

よる。

表６－３６ 数量計算の分類

図６－７１
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( ) 一般支承（標準図集使用）および特殊支承（図集以外）は，アンカーボルトを含む総重量として集計する。6

( ) 高力ボルトは本数で計上し，重量はカッコ書きとして総重量には加算しないものとする。7

( ) 高力ボルトは長さ５㎜サイズごとに材料を集計するものとし，材質はすべてＳ１０Ｔ （Ｆ１０Ｔ ，Ｍ２２8 ， ）

とする。

８．塗 装

( ) 種 類1

１）塗装前処理（ブラスト，プライマー）

２）下塗（工場，現場）

３）中塗（現場）

４）上塗（〃）

( ) 塗装面積2

１）塗装面積は，設計図面より各部材ごとに積上げて実面積を算出する。

なお，算定にあたっては鋼材質量と板厚から求めるものとする。

ａ）鋼板

２×Ｗｍ
Ａｍ＝
７．８５×ｔｍ

Ａｍ：鋼板の表面積（㎡）

Ｗｍ：鋼板の質量（ｋｇ）

ｔｍ：鋼板の厚さ（㎜）

ｂ）形鋼

Ａｍ＝ａｍ×Ｗｍ

ａｍ：形鋼の単位質量当り表面積（㎡ｋｇ）/

Ｗｍ：形鋼の質量（ｋｇ）

表 形鋼の単位質量当たりの表面積（ａｍ）
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２）塗装前処理については，原板ブラストによるプライマー処理を標準とする。

３）高力ボルトの接合部の母材と添接板の接触面および添接板の表面は，プライマーまでを計上する。

４）鋼材とコンクリートの接合面はプライマーまでを計上する。

５）箱桁等の内面のあるものについては，外面と区分して計上する。

６）下塗面積のうち，添接板の表面および高力ボルト頭は現場塗装を原則とする。

７）高力ボルトの塗装面積の増加量

５．０６
トルシアボルトＳ１０Ｔ，Ｍ２２の場合……Ａ＝ ×高力ボルト本数（㎡）

１，０００

表６－３７ 摩擦接合用トルシアボルト１本当たり塗装面積

径 面 積 （㎡）

Ｍ２０ ４．０２／１，０００

Ｍ２２ ５．０６／１，０００

Ｍ２４ ６．２０／１，０００

６．７０
六角ボルトＦ１０Ｔ，Ｍ２２の場合…………Ａ＝ ×高力ボルト本数（㎡）

１，０００

表６－３８ 摩擦接合用トルシアボルト１本当たり塗装面積

径 面 積 （㎡）

Ｍ２０ ５．２９／１，０００

Ｍ２２ ６．７０／１，０００

Ｍ２４ ８．１８／１，０００

） （ ） ， 。８ 伸縮装置の内外面の塗装は工場塗装 タールエポキシ塗料 までとし 現場塗装はおこなわないものとする

９）検査廊の防錆処理は，溶融亜鉛メッキ（ＪＩＳＨ８６４１ ２種 ＨＤＺ５５）を標準とする （ただし，。

ボルト・ナット類はＨＤＺ３５とする ）。

１０）添接部面積の算出は次図による。

図６－７２
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９．支 承 工

( ) 支 承 材1

( ) 塗 装2

( ) 沓の据付における無収縮モルタルは，図４－６３標準図により算出する。3

（アンカーボルト分は控除する ）。

図６－７３ 箱抜き標準図

１０．輸 送

( ) 輸送重量（ｔ）1

１）表６－３９に示す「橋体輸送品目調書」を作成するものとする。

表６－３９ 橋体輸送品目調書
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２）主桁の単体重量に含めて積上げる部材。

（例…横構のガセットプレート等）

３）添接板，高力ボルト等はバラ物とし，主桁重量には含めない。

４）空トン率は１０～３０％を目安とする。
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（積荷計画）

表６－４０
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１１．架 設

( ) 架設橋体総重量1

， ， ， ， ， ， ， 。架設すべき主桁 副部材 伸縮継手 検査廊の総重量であり 高欄 支承 ボルト類 排水装置の重量を除く

( ) 支承重量2

設置数，支承総重量（アンカーボルトを含む）無収縮モルタル（ｍ ）等の算出3

( ) 高力ボルト本数3

高力ボルト総本数の算出

( ) 足場工（㎡）………橋面積（Ｗ×Ｌ） Ｗ：全幅員（地覆外縁間距離） Ｌ：橋長4

１２．架設工法の選定

架設地点の地形等，現地の架設条件から経済性，工程等を勘案の上，図６－７４フローチャートにより架設工法を

選定する。
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１３．床 版 工

( ) コンクリート（ｍ ）1 3

地覆（ｍ ） 床版（ｍ ）3 3

( ) 型 枠（㎡）2

地覆（㎡） 床版（㎡）

床版と地覆の区分は，下記による。

図６－７５

表６－４１ 適用区分表

( ) 鉄 筋（ ）………定尺長は，異形棒鋼は ，小形丸鋼は （ ㎝ピッチ）としてよい。3 kg 3.5~12m 3.5~10m 50

( ) 足 場 工（㎡）4

鋼橋上部数量集計表
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６－１８－２ Ｐ Ｃ 橋

１．数量計算

( ) ポストテンション桁1

１）主桁製作工

40N/mm2

第６章 数量計算要領


